（様式例）

令和　　年　　月　　日
　　　運輸局長　殿（※外航航路の場合は、あて先を「国土交通大臣」とする）
住所
氏名又は名称
代表者名
安全管理規程設定（変更）届出書
　このたび、安全管理規程を設定（変更）したので、海上運送法の規定に基づいて下記のとおり届け出いたします。
記
１　事業の類型（※該当するものに○をつける）
	
	一般旅客定期航路事業（法第３条第１項）

	
	特定旅客定期航路事業（法第１９条の６第１項）

	
	対外旅客定期航路事業等（法第１９条の７）

	 
	貨客定期航路事業（法第２０条第１項）

	 
	旅客不定期航路事業（法第２１条第１項）

	
	一般不定期航路事業（法第２２条第１項）


２　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者氏名
３　事業開始予定期日（実施予定期日）（（変更の場合）変更後の安全管理規程の実施予定期日）
（変更の場合）
４　変更した事項（新旧の対照を明示）
（変更の場合）
５　変更を必要とする理由
添付書類　　設定（変更）した安全管理規程（運航基準、作業基準、事故処理基準等を含む）
（様式例）

令和　　年　　月　　日
　　　運輸局長　殿（※外航航路の場合は、あて先を「国土交通大臣」とする）
住所
氏名又は名称
代表者名
安全統括管理者選任（解任）届出書
　このたび、安全統括管理者を選任（解任）したので、海上運送法の規定に基づいて下記のとおり届け出いたします。
記
１　事業の類型（※該当するものに○をつける）
	
	一般旅客定期航路事業（法第３条第１項）

	
	特定旅客定期航路事業（法第１９条の６第１項）

	
	対外旅客定期航路事業等（法第１９条の７第１項）

	 
	貨客定期航路事業（法第２０条第１項）

	 
	旅客不定期航路事業（法第２１条第１項）

	
	一般不定期航路事業（法第２２条第１項）


２　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者氏名
３　選任（解任）した安全統括管理者の氏名及び生年月日
４　選任（解任）した年月日
（解任の場合）
５　解任した理由
添付書類　　安全統括管理者資格証明書
（様式例）
令和　　年　　月　　日
　　　運輸局長　殿（※外航航路の場合は、あて先を「国土交通大臣」とする）
住所
氏名又は名称
代表者名
運航管理者選任（解任）届出書
　このたび、運航管理者を選任（解任）したので、海上運送法の規定に基づいて下記のとおり届け出いたします。
記
１　事業の類型（※該当するものに○をつける）
	
	一般旅客定期航路事業（法第３条第１項）

	
	特定旅客定期航路事業（法第１９条の６第１項）

	
	対外旅客定期航路事業等（法第１９条の７第１項）

	 
	貨客定期航路事業（法第２０条第１項）

	 
	旅客不定期航路事業（法第２１条第１項）

	
	一般不定期航路事業（法第２２条第１項）


２　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者氏名
３　選任（解任）した運航管理者の氏名及び生年月日
４　選任（解任）した年月日
（解任の場合）
５　解任した理由
添付書類　　運航管理者資格証明書
（様式例）
安全統括管理者資格証明書
　
　次の者は当社の社員であり、かつ、海上運送法における安全統括管理者の要件（事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあること等）を備える者であることを証します。

住所
氏名又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
選任した安全統括管理者： 
　
社内での役職　：
上記の者は、以下の資格要件に該当します（※該当するものに○をつける）
	
	事業の安全に関する業務の経験の期間が通算して三年以上である者
・海上運送法及び内航海運業法に基づく運航管理者又は運航管理員（運航管理補助者）
・船長又は乗組員
・船舶の運航管理に関する業務
・ＩＳＭコードの管理責任者又は安全管理組織の要員
・その他、「安全マネジメント態勢の確立、実施、維持」に相当する業務

	
	地方運輸局長が上記と同等以上の能力を有すると認めた者

・経験年数３年未満であるが、現に、海上運送法又は内航海運業法に基づく運航管理者である者
・経験年数３年未満であるが、現に、ＩＳＭコードの管理責任者である者


上記の者は、該当する資格要件に関し、以下の業務経験を有しています
	部署
	主な業務
	在職期間

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～


（様式例）

運航管理者資格証明書
　
　次の者は当社の社員であり、かつ、海上運送法における運航管理者の要件を備える者であることを証します。
住所
氏名又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
選任した運航管理者： 

社内での役職　：
上記の者は、以下の資格要件に該当します（※該当するものに○をつける）
	
	事業に使用する船舶のうち最大のものと同等以上の総トン数を有する船舶に船長として３年又は甲板部の職員として５年以上乗り組んだ経験を有する者

	
	船舶の運航の管理を行おうとする事業と同等以上の規模の事業における船舶の運航の管理に関し３年以上の実務の経験を有する者

	
	船舶職員及び小型船舶操縦者法の規定により、事業に使用する船舶に船長として乗り組むことができる資格を有する者（※総トン数１００トン未満の船舶１隻のみを使用して事業を営む場合に限る）

	
	地方運輸局長が上記と同等以上の能力を有すると認めた者（※詳細については、最寄りの各地方運輸局へ照会のこと）


上記の者は、該当する資格要件に関し、以下の業務経験を有しています

	部署
	主な業務
	在職期間

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～

	
	
	～


